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都市建設委員会資料 

令和２年 12 月２日 

土木部交通安全課 

 

（仮称）板橋区自転車活用推進計画の策定について 

 

１ 計画策定の背景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画策定の趣旨 

自転車は今後も身近な移動手段として利用されていくものと考えられる。自転車の利

用環境を向上させることで区内の移動がより便利になれば、例えば、区民の消費行動が

区外から区内へ向けられたり、自転車を利用した来訪者が増えたりすることで、地域経

済の活性化等につながる。また、自転車の利用促進により、運動不足の解消や心身のリ

フレッシュ効果等も期待できる。一方で、自転車の利用が増加すれば、放置自転車や事

故の増加等も想定される。こうしたことを踏まえ、すべての人が交通ルールやマナーを守

り、安全で快適に自転車が利用できる環境を整えて自転車の利活用を推進するとともに、

環境負荷の軽減や健康増進、経済の活性化等を図りながら、自転車利用者の利便性と

ＱＯＬ（生活の質）の向上をめざし、（仮称）板橋区自転車活用推進計画を策定する。 

昨今の健康志向や環境意識の高まりなどを背景に自転車利用へのニーズは高ま

っている。また、商品やサービスに対する人々の意識が「所有」から「利用」・「共

有（＝シェア）」へと変化しつつあり、シェアサイクルなどの利用も拡大している。

さらに、新型コロナウイルス感染症を契機としたテレワークの実施や人々が密集

する空間の回避など、新しい日常（New Normal）への対応として自転車による移

動が注目されている。こうしたことから、自転車の果たす役割は今後ますます重要

になるものと想定される。 

平成 29（2017）年５月、「自転車による交通は二酸化炭素等を発生させず、災害

時においても機動的であること、また、自動車への依存の低減により健康増進や交

通混雑の緩和といった経済的・社会的な効果が得られるなど、自転車の活用が公共

の利益の増進に資する」ことなどを基本理念とする自転車活用推進法が施行され

た。これを受け、国が平成 30（2018）年 6 月に自転車活用推進計画を、東京都が

平成 31（2019）年 3月に東京都自転車活用推進計画をそれぞれ策定している。 

板橋区は、幹線道路をはじめとする自動車道路網や鉄道の開通によって「まち」

が拡大し、工場の集積や大規模な住宅地の形成などにより都市化が進んだ。道路網

や鉄道網の発達により、自動車や鉄道を利用し都心や副都心などとの往来を行う

区民も増加していった。その一方で、近距離の移動については現在も自転車が多く

利用されており、手軽に速く移動できる交通手段として自転車は日常生活に欠か

せない移動手段となっている。 

区内交通と自転車 

社会状況の変化  

国・東京都のうごき 
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３ 計画策定の基本方針 

（１） 位置付け 

・ 自転車政策を通じて実現をめざすまちの姿とその実現に向けた、中長期的な政

策の方向性を示すビジョンと、短期的に取り組み可能な施策を示す実施計画の

両面を盛り込んだ計画。（この趣旨に沿った計画名称を定める。） 

・ 区の自転車活用に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための計画。 

・ 自転車活用推進法第 11 条に定める区市町村自転車活用推進計画。 

（２） 既存計画等との関連 

・ 国及び都の自転車活用推進計画を勘案するとともに、板橋区基本計画 2025 や

板橋区都市づくりビジョン、板橋区交通政策基本計画など区の上位計画等との

関連を整理し、整合を図る。また、持続可能な開発目標（SDGs）の要素を最大限

反映させる。 

・ 平成 12 年に策定した「板橋区・豊島区自転車利用環境整備基本計画」を取り込

みつつ新たな自転車ネットワーク計画として発展させ、本計画へ反映させる。 

（３） 計画期間 

・ 板橋区基本構想の改定までを計画期間として設定する。ただし、安全で快適な

自転車の利用環境整備や交通安全の確保等の課題は、短期的な取り組みのみ

で達成することは容易ではなく、長期的な視点に立った着実な取り組みが必要で

あることから、長期的な展望として概ね 20 年後を目標とする。 

 

４ 策定体制 

本計画の策定にあたり、外部の有識者等で構成する計画策定委員会を設置する。ま

た、委員会の下に庁内検討会を置く。なお、必要に応じて参加メンバーを絞ったテーマ

別のワーキンググループを設けることも検討している。 

■ 計画策定委員会（案）               □ 庁内検討会 

 所属 等  課名 

学識経験者 

東京大学大学院 教授 福田 大輔  政策企画課 

東京大学大学院 准教授 中島 直人  防災危機管理課 

調整中   スポーツ振興課 

区民代表・ 

団体等 

板橋区町会連合会  産業振興課 

板橋産業連合会  くらしと観光課 

板橋区商店街連合会  長寿社会推進課 

板橋区観光協会  健康推進課 

区立小学校ＰＴＡ連合会  障がい政策課 

調整中 スポーツ・レクリエーション関係団体等を予定  環境政策課 

行政機関 

国交省 東京国道事務所  都市計画課 

東京都 第四建設事務所  高島平グランドデザイン担当課 

警視庁第十方面本部  拠点整備課 

区職員 
板橋区 都市整備部長  土木部管理課 

板橋区 土木部長  教育総務課 

   交通安全課【事務局】 

   計画課【事務局】 
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５ スケジュール（予定） 

 

令和２年１２月 計画の策定について 区議会報告 

令和３年 １月 計画骨子の検討 （第１回 計画策定委員会） 

令和３年３～４月 中間まとめ 庁議決定・区議会報告 

令和３年 ５月 計画素案の検討 （第２回 計画策定委員会） 

令和３年 ８月 計画素案の検討 （第３回 計画策定委員会） 

令和３年 ９月 計画素案 庁議決定・区議会報告 

令和３年１０月 パブリックコメントの実施 

令和３年１２月 計画最終案の検討 （第４回 計画策定委員会） 

令和４年 １月 計画最終案 庁議決定 

令和４年 ２月 計画最終案 区議会報告、策定 

  ※計画策定の事前準備として、令和元年度に各種データ等の収集・分析（計画策定基礎
調査委託）を実施している。 

 


